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ロ． 1 人 1 日当りの汚水量及びその推定の根拠 

生活排水量原単位は、基礎家庭排水量と営業排水量の和として求められる。 

｢中川流域別下水道整備総合計画｣では次のように予測しており、本計画でもこれを採用す

る。 

①  基礎家庭排水量は、近年 10 ヵ年（平成 7 年～平成 16 年）の推移から、数学的予測手法

で推計した上で、「広域的水道整備計画」における需要水量予測結果を勘案して設定した

結果、過去 10 ヵ年の傾向が今後も推移していくものとし、現況固定で 260ℓ／人・日として

いる。 

②  営業排水量は、基礎家庭排水量に営業用水率を乗じて求める。ここで営業用水率とは、

基礎家庭用水量に対する営業用水量の割合のことであり、現況並みに将来も推移していく

ものとし、生活給水量と同様に現況固定として、0.16 を採用している。 

 

1 人 1 日当り生活排水量原単位を表－8 に示す。 

なお、時間変動率は、日平均：日最大：時間最大＝0.75：1.0：1.5 とする。 

 

表－8 1 人 1 日当り生活排水量原単位（地下水を除く） 
（単位 ℓ／人・日） 

項目 
令和 6 年 

（事業計画） 
令和 6 年 

（全体計画） 
備考 

日平均 

基礎家庭 260 260  

営業 40 40 営業用水率 16％ 

計 300 300  

日最大 計 390 390 日平均×1.3 

時間最大 計 585 585 日最大×1.5 
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さらに、表－9 に、「中川流域別下水道整備総合計画」で採用されている全体計画,事業計画

とも 60ℓ／人・日（時間変動なし）の地下水量（日最大排水量の 15％）を含めると表－9 のとおり

となる。 

 

表－9 1 人 1 日当り生活排水量原単位 
（単位 ℓ／人・日） 

項目 
令和 6 年 

（事業計画） 
令和 6 年 

（全体計画） 
備考 

日
平
均 

生活・営業 300 300  

地下水 60 60  

計 360 360  

日
最
大 

生活・営業 390 390 日平均×1.3 

地下水 60 60 日最大の 15％ 

計 450 450  

時
間
最
大 

生活・営業 585 585 日最大×1.5 

地下水 60 60  

計 645 645  
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ハ． 家庭下水、工場排水、地下水等の量及びこれらの推定の根拠 

1） 家庭下水量（生活排水） 

家庭下水量（生活排水量）は､1 人 1 日当り生活排水量原単位に計画人口を乗じて求める｡ 

ここで、全体計画区域（令和 6 年）の人口は先に示した表－6 の計画人口を用い、事業計

画区域（令和 6 年）の人口は、先に示した表－7 の事業計画区域面積及び計画人口を用い

る。 

2） 工場排水量 

工場排水量は、産業中分類業種別の製造品出荷額当りの排水量原単位に、将来工業出

荷額を乗じて求める。 

「中川流域下水道計画」では、以下のように予測しており、本計画でもこれを採用する。 

① 排水量原単位 

工場排水の排水量原単位は、平成 16 年～平成 26 年までの 10 年間の中川流域内の 4

つの工業区の実績から用水量原単位、回収率、消失率、温調冷却率の将来値を求めて

算定する。将来の用水量の増加は少なく、原単位の節減傾向が強まる事はないと考えら

れることから、現況固定としている。 

表－10 に工場排水量原単位を示す。 

② 工業出荷額 

上位計画である流総計画では、平成 16 年の産業中分類別行政区域内工業出荷額に

占める下水道計画区域出荷額の比率を設定している。 

中分類業種別工業出荷額は、平成 16 年時点を境に既存と新規に分けられる。 

・既存分 

過去 10 ヵ年の工場出荷額実績推移に基づいて、将来の工業出荷額を予測する。 

・新規分 

工業系用途地域面積から平成 16 年時点における工場敷地面積を引いた残りを新規

の工場敷地面積として算定する。 

以上により、項目別（既存、新規）の下水道計画区域内の中分類業種別工事出荷額を表

－11 に示す。これに、前述の工場排水量原単位を乗じて算出した中分類業種別工場排水

量を表－12 に示す。 

また、処理分区別の工場排水量は、工業系用地域の面積を処理分区毎に集計し、各処理

分区の工業系用途地域面積が全市の工業系用途地域面積に占める割合を算出し、下水道

計画区域内の工場排水量を処理分区別に配分する。 

以上より、処理分区別の工業排水量を表－13 に示す。 
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表－10 工場排水量原単位 
（単位：ｍ3／日・百万円） 
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表-11 工 業 出 荷 額 
（単位：百万円）
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3） 地下水量 

「中川流域下水道計画」より、地下水量は令和 6 年度の全体計画時及び令和 6 年度の事

業計画時ともに 60ℓ／人・日とする。 

なお、地下水量の時間変動はないものとする。 

 

4） 計画下水量 

全体計画（令和 6 年）の計画下水量は、家庭下水量（生活排水量）と工場排水量と地下水

量と和として求められる。 

表－14 に全体計画区域の処理分区別汚水量（令和 6 年）を示す。 

表－15 に事業計画区域の処理分区別汚水量（令和 6 年）を示す。 
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ニ． 降雨量（降雨強度公式を含む）及びその決定理由 

１） 雨水流出量算定公式 

合理式により算出する。 

 

AICQ ・・
360

1
  

 

ここに、 

Ｑ：ピーク流出量（㎥／sec） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：降雨強度（㎜／hｒ） 

Ａ：排水面積（ha） 

 

2） 降雨強度公式及び降雨強度 

降雨強度公式は、埼玉県住宅都市部下水道課（現埼玉県下水道局）「下水道事業計画の

手引き」よりのＡブロック 5 年確率降雨強度公式を採用する。 

5 年確率降雨強度公式 

23

610,4

 
 
t

I  

ここに、 

Ｉ：降雨強度（㎜／hｒ、60 分降雨強度＝55.5 ㎜／hｒ） 

ｔ：流達時間（min、流入時間+流下時間） 

また、流入時間は 7 分とし、流下時間は 
各線流速

各線延長
 より算出した。 

 

ホ． 流出係数及びその決定の理由 

流出係数は、「下水道施設設計 指針と解説」の工種別基礎流出係数標準値を用いて、現

況の流出係数を算出し、これと将来の土地利用計画、並びに雨水流出抑制を勘案して用途域

別に表－16、排水区別に表－17 のように決定した。 
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表－16 用途地域別流出係数 

種別 用地地域 流出係数 

市街化区域 

第一種低層住宅専用 0.55 

第二種低層住宅専用 0.55 

第一種中高層住宅専用 0.55 

第二種中高層住宅専用 0.55 

第一種住居 0.55 

第二種住居 0.55 

準住居 0.55 

近隣商業 0.60 

商業 0.60 

準工業 0.60 

工業 0.60 

工業専用 0.60 

市街化調整区域 無指定 0.45 

 

排水区別流出係数は、各々の用途地域別の面積を測定し、次式により決定した。 

 

排水区別流出係数＝
面積

各用途地域別面積各用途地域別流出係数  
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表－17 排水区別流出係数 

排水区名 流出係数 備考 

綾瀬川左岸第 1～第 4 排水区 0.55  

綾瀬川右岸第 3～第 8、第 12～第 14 排水区 0.55  

一の橋放水路左岸第 1～第 3 排水区 0.55  

一の橋放水路右岸第 1～第 2 排水区 0.55  

伝右川左岸第 1～第 4、第 7～第 14 排水区 0.55  

伝右川右岸第 1、第 4～第 8、第 10～第 29 排水区 0.55  

外環南側水路第 1～第 9-3 排水区 0.55  

外環北側水路第 1-1～第 7 排水区 0.55  

金右衛門川第 1～第 8 排水区 0.55  

毛長川左岸第 1～第 3、第 8、第 11～第 12 排水区 0.55  

毛長川右岸第 1 排水区 0.55  

中井堀川第 1～第 4 排水区 0.55  

横手堀川第 1～第 6 排水区 0.55  

辰井川左岸第 1-1～第 6 排水区 0.55  

辰井川右岸第 1～第 5 排水区 0.55  

古綾瀬川左岸第 1～第 6、第 8、第 11～第 18 排水区 0.55  

古綾瀬川右岸第 1～第 8、第 11～第 15 排水区 0.55  

宮沼落川第 1～第 16 排水区 0.55  

綾瀬川放水路左岸第 1～第 7-3 排水区 0.55  

綾瀬川放水路右岸第 1～第 2-2 排水区 0.55  

中川右岸第 1～第 6 排水区 0.45  
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ヘ． 主要な管渠の流量計算 

主要な管渠の流量計算は別添とする。なお、管渠断面決定に際して、次のことを考慮する。 

 

表－18 管渠断面の決定諸元 

項目 汚水管渠 雨水管渠 摘要 

1）流速公式 クッター公式 マニング公式  

2）粗度係数 
n=0.010 － 硬質塩化ビニル管 

n=0.013 n=0.013 
鉄筋コンクリート管 
矩形管、開渠 

3）採用断面 円形管 円形管、開渠、矩形渠 
矩形渠：9 割水深 
開渠：8 割水深 

4）管渠の余裕 
計画時間最大汚水量に対して 
○200 ㎜～○600 ㎜：約 100％ 
○700 ㎜～○1,500 ㎜：約 50％ 

計画雨水量に対して見込ま 
ない 
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（5） 流域関連公共下水道から流域下水道に流入する下水の予定水質並びにその推定の根拠 

イ． 一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠 

一般家庭下水の汚濁負荷量は、1 人 1 日当りの生活排水汚濁負荷量原単位に計画人口を

乗じて求める。 

1 人 1 日当り生活排水汚濁負荷量の推定は、「中川流域下水道計画」では次のように推定し

ており、本計画でもこれを採用する。 

流総指針では、現況の生活汚濁負荷量原単位は、昭和 55 年度～平成 13年度のデータから

1 人 1 日当り汚濁負荷量原単位の参考値を表－19 に示すように算定している。 

 

表－19 １人１日当り汚濁負荷量原単位の参考値（流総指針） 

項目 
平均値 

（ｇ/人・日） 
標準偏差 
（ｇ/人・日） 

データ数 

平均的な内訳 
（ｇ/人・日） 

し尿 雑排水 

BOD5 58 17 169 18 40 

COD 27 9 153 10 17 

SS 45 16 169 20 25 

T－N 11 3 29 9 2 

T－P 1.3 0.4 25 0.9 0.4 

 

生活系負荷量原単位の将来値は、将来においても変わらないものとする。 

営業の汚濁負荷量原単位は、営業用水率 16％より、 

BOD＝58×16％＝ 9.3ｇ／人・日、 

SS＝45×16％＝  7.2ｇ／人・日、 

COD＝29.3×16％＝  4.7ｇ／人・日、 

T－N＝12.0×16％＝  1.9ｇ／人・日、      直轄流総※ 

T－P＝1.21×16％＝0.19ｇ／人・日とする。 

生活排水汚濁負荷量原単位を表－20 に示す。 

 

※「東京湾流域別下水道整備総合計画に関する基本方針策定調査」で算定している採用値 

COD  29.3g/人･日 

T-N   12.0g/人･日 

T-P   1.21g/人･日 
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表－20 生活排水汚濁負荷量原単位 
単位：ｇ／人・日 

年     次 
事業計画 
令和 6 年 

全体計画 
令和 6 年 

BOD 

し 尿 18 18 

雑排水 40 40 

小 計 58 58 

営 業 9.3 9.3 

計 67.3 67.3 

SS 

し 尿 20 20 

雑排水 25 25 

小 計 45 45 

営 業 7.2 7.2 

計 52.2 52.2 

COD 

し 尿 10.1 10.1 

雑排水 19.2 19.2 

小 計 29.3 29.3 

営 業 4.7 4.7 

計 34.0 34.0 

T－N 

し 尿 9.0 9.0 

雑排水 3.0 3.0 

小 計 12.0 12.0 

営 業 1.9 1.9 

計 13.9 13.9 

T―P 

し 尿 0.8 0.8 

雑排水 0.4 0.4 

小 計 1.2 1.2 

営 業 0.2 0.2 

計 1.4 1.4 
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ロ． 工場排水の予定水質及び汚濁負荷量並びにその推定の根拠 

①全体計画流入水質 

工場排水の汚濁負荷量は、計画工業出荷額に汚濁負荷量原単位を乗じて求める。 

汚濁負荷量原単位の推定は、「中川流域下水道計画」では次のように推定しており、本計画

でもこれを採用する。 

汚濁負荷量原単位は、産業中分類別の排水量原単位に、産業中分類別の水質を乗じて求

めるが、中分類別水質は次式によって算出する。 

中分類別水質＝
  

中分類別出荷額

細分類出荷額細分類水質  
 

ここで、細分類水質は「流総指針」における環境庁調査結果、細分類出荷額は工業統計調

査による該当する工業区値を用いる。 

この時、下水道として受け入れる工場排水の水質は後述する除害施設基準により BOD、

COD、SS とも 600 ㎎／ℓ とし、600 ㎎／ℓ を上回るものについては 600 ㎎／ℓ を予定水質とした。

また T－N は 240 ㎎／ℓ、T－P は 32 ㎎／ℓ を上限とし、これを上回るものについては T－N は

240 ㎎／ℓ、T－P は 32 ㎎／ℓ を予定水質とする。 

表－21～25 に中分類別の汚濁負荷量原単位を、表－26～30 に工場排水汚濁負荷量を示

す。 

なお、工場排水汚濁負荷量の各処理分区への配分は、工場排水量の比率で行う。 

以上により、生活排水と工場排水を合わせた総合水質は、表－31－1～31－2 に示すとおり

である。 

なお、「中川流域下水道計画」では、工場排水（除害施設設置基準を満足する条件におい

て）と一般家庭下水を合併処理することにしているため、本市もこれに従うこととする。 
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     表－21 工場排水 BOD 負荷量原単位 
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     表－22 工場排水 SS 負荷量原単位 
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     表－23 工場排水 COD 負荷量原単位 
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     表－24 工場排水 T-N 負荷量原単位 
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     表－25 工場排水 T-P 負荷量原単位 
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表－26 下水道計画区域の工場排水 BOD 負荷量 
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表－27 下水道計画区域の工場排水 SS 負荷量 
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表－28 下水道計画区域の工場排水 COD 負荷量
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表－29 下水道計画区域の工場排水 T-N 負荷量
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表－30 下水道計画区域の工場排水 T-P 負荷量
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②事業計画流入水質 

事業計画目標年の流入水質は、「中川流域下水道計画」では次のように推定しており、本計

画でもこれを採用する。 

下水道の普及が進んでいるため、現況の実績流入水質と同程度となると考えられることから、

過去 5 ヶ年の実績流入水質をもとに設定した。ただし、流入水質のうち SS については、汚泥量

の算出根拠となることから、脱水ケーキ DS 量から換算した SS 濃度を考慮して設定した。 

事業計画流入水質の設定結果を表－32 に示す。 

表－32 事業計画流入水質 

 

処理場流入水質から、発生源別の水質を求めると下表のようになる。処理分区別水質は、発

生源別水質×水量から総負荷量をもとめ、日平均総水量で割って求め表－33－1～33－2 に

示す。 
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ハ． 除害施設設置基準及びその決定理由 
下水道法第 12 条及び草加市下水道条例第 11 条による除害施設の設置等に関する条例に

従うものとする。 

 

ニ． 処理の対象外とする工場と対象外とする理由 

本事業計画区域内には対象外とする工場はない。 

 

ホ． 処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定理由 

流域関連公共下水道であるので、流域幹線に流下する接続点毎の汚濁負荷量は表 31－1

～31－2 および表 33－1～33－2 に示すとおりである。 

 

ヘ． 処理施設の容量計算 

「中川流域下水道計画」の容量計算書参照。 

 

（6） 下水の放流先の状況 

イ． 下水の放流先の平水位及び低水量の現状及び将来の見直し並びに名称 

本事業計画における放流下水は、汚水については流域下水道に流入するため雨水のみで

ある。雨水の放流先は、綾瀬川、伝右川、古綾瀬川、毛長川、辰井川、横手堀川、中井堀川、

宮沼落川、綾瀬川放水路、外環状道路側水路、一の橋放水路である。 

 

ロ． 下水の放流先の現状の水質及び測定時の流量並びに水質環境基準の類型 

綾瀬川の水質環境基準の類型は、次に示すとおりである。 

表－34 綾瀬川における環境基準の水域類型（草加市域内） 

水域 該当類型 達成期間 備考 

綾 瀬 川 上 流 
（古綾瀬川合流点から上流） 

C ハ 
C：BOD5mg/L 以下 

ﾊ：5 年を超える期間で可 

  及的速やかに達成 

綾 瀬 川 下 流 
（古綾瀬川合流点から下流） 

C ハ 〃 

 

ハ． 下水の放流先近傍における水利用の現況及びその見直し 

放流先地点附近には、現況において水利用はされていない。 

 

ニ． 下水処理による水質の向上の見通し 

将来下水道が完備されれば、市内の河川,水路の水質の向上が行われる。 
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（7） 毎会計年度の工事費の予定額及びその予定財源 

イ． 財源に関する考え方 

（a） 建設費に対する財源の考え方 

建設費は、起費、一般財源（受益者負担金、市費、その他）を財源とする。 

（b） 維持管理費及び起債償還費に対する財源の考え方 

維持管理費及び起債償還費は、使用料と一般財源（市費、その他）を財源とする。 

ロ． 財政計画 

経費の部は 79 頁に示し、財源の部は 80 頁に示す。 

 

（8） その他の書類 

イ． 草加市下水道条例 

別添とする。 

ロ． 施設の設置に関する方針 

81 頁に示す。 

ハ． 施設の機能の維持に関する方針 

82 頁に示す。 
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